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Thefocusorthispaperison thework-

sharinginPhilipplnerice-farmingcommunities.

In these villages,farmers depend on hired

laborprovidedbylandless,otherfarmersand

theirfamilies.Thisimpliesthatfarmersshare

agrarianworkwith each otherlespeciallyln

transplantingandharvesting. Idefinemutual

employmentaswork-Sharing byfarmersand
theirfamilies under hired labor contracts.

Such contractsareaccompanied byincome-
sharing,becausepaymentincludesashareor

theharvestedyield,normallyonesixthtoone

eighth.

Whydofarmershireeach otherP Oneex-

は じ め に

東南アジア農村の特徴の一つに農家が農作

業を雇用労働に依存していることがあげられ

る｡ これは,農村における農業労働者の重要

性と結び付 くが,労働供給源には農業労働者

世帯 (土地なし世帯)のみならず,農家 (世

帯主,家族員)自体も含まれている｡ この点

に着 目し,本稿は,フィリピン米作農村を対

象として,農家が相互に雇用 しあう形態を相

互雇用と名づけ,農家の雇用労働依存の存在
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planationistheuncertaintyoryieldsarlSlng

from disparitiesintheconditionof丘elds.For

example,lowland ispronetoflooding,while

uplandispronetodrought. Mutualemploy一

mentimpliesthatthefarmersharvestfrom

bothtypeor丘eldandthelowoflargenumbers

clearlyappliesin thiscase. So,thefarmers
hiredeachothershareriskand reducevari_

anceofthegrossincomecomparedwiththator

Yield. Andthefarmersdon'thaveaproblem

orthemoralhazardsincetheymonitoreach

otherintransplantingandharvesting･ Risk-

sharingandincentivearecompatiblein mu-

tualemploymentsystem.

とその役割を再検討することを課題としてい

る｡特に,農家の相互雇用は,自己経営地に

おける就業時間を抑制 し,雇用機会を他の農

家に分与 しているとい う意味で,農家間のワ

ーク･シェアリングと解釈で きる ことを示

す｡そして,従来の議論を展望した うえで,収

量変動の危険に着 目した経済分析を展開し,

農家の主体的,合理的な選択によって,農村

に生存保障の機構を内包したコミュニティが

成立することを明らかにする｡

Ⅰ フィリピン米作農村の実情

1.農家の雇用労働依存

1980年代までのフィリピ.ソ米作農村の実態
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調査によって,農家 (自作農家 ･小作農家)

が雇用労働を利用 して農作業を行なっている

ことが明らかになっている｡ 米作農家の雇用

労働依存を農作業別に調べ てみ よ う｡ 梅原

[1972b:第11蓑]に よる ラグナ州 (Laguna

Province)の農村調査によれば,定額小作農

家において雇用労働に依存すると解答した割

合は,経営地 3-クタール未満の農家59戸,

3-クタール以上の農家21戸の うち耕起 ･整

地でそれぞれ27.1,57.1パーセント,田植え

で 72.9,85.7パーセント,刈取 りで47.5,
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90.0パーセン ト,運搬で50.8,85.7パーセン

トとなる｡ したがって,この事例では経営規

模が大きいほど雇用労働依存度は高 くなって

いる｡ しか し, 1-クタール未満の零細農家

8戸の調査をみても,雇用労働に依存すると

答える農家が少なくないことは注 目するに値

する｡すなわち,耕起 ･整地で12.5パ-セン

ト,田植えで62.5パーセン ト,刈取 りと運搬

で25.0パーセントの零細農家が雇用労働に依

存 しているのである｡

速水他 [HayamieLal.1978a;1978b]

表 1 農家の労働投入

(単位 :入日/ha,(%))

農 作 業 大 農 家
雨 期 乾 期

小 鼻 家
雨 期 乾 期

耕起･整地 ;

自家労働

交換労働

雇用労働

田植え ;

自家労働

交換労働

雇用労働

除 草 ;

自家労働

交換労働

雇用労働

収 穫 ;

自家労働

交換労働

雇用労働

その他 ;

自家労働

交換労働

雇用労働

14.6(100%) 11.3(100%)

8.0(54.8) 5.7(50.4)

1.3(8.9) 0.9(8.0)

5.3(36.3) 4.7(41.6)

13.7(100%) 9.7(loo劣)

5.8(42.8) 2.2(22.7)

1.5(10.5) 1.5(15.5)

6.4(46.7) 6.0(61.9)

35.4(100%) 14.7(100%)

18.8(53.1) 5.1(34.7)

3.8(10.7) 1.2(8.2)

12.8(36.2) 8.4(57.I)

35.8(100%) 23.4(loo劣)

7.7(21.5) 4.4(18.8)

0.4(1.1) 0( 0)

27.7(75.4) 19.0(81.2)

8.2(100%) 9.5(100%)

4.5(54.9) 6.9(72.6)

0.5(6.1) 0.5(5.3)

3.2(39.0) 2.1(22.1)

ll.1(100%) 8.0(100%)

2.8(25.2) 3.1(38.8)

1.4(12.6) 4.7(58.8)

6.9(62.2) 0.2(2.5)

ll.2(100%) 11.5(100%)

1.8(16.1) 4.0(34.8)

3.9(34.8) 0.I(8.7)

5.5(49.1) 7.4(64.3)

20.9(100%) 12.0(100%)

10.7(51.2) 5.9(49.2)

2.3(ll.0) 0( 0)

7.9(37.8) 6.1(50.8)

33.3(loo劣) 26.0(100%)

12.6(37.8) 6.6(25.4)

0( 0) 0( 0)

20.7(62.2) 19.4(74.6)

17.9(100%) 17.4(100%)

14.5(81.0) 14.7(84.5)

o( o) 0.4(2.3)

3.4(19.0) 2.3(13.2)

合 計 ;

自家労働

交換労働

雇用労働

107.7(100%) 68.6(100%)

44.8(41.6) 24.3(35.4)

7.5(7.0) 4.1(6.0)

55.4(51.4) 40.2(58.6)

94.4(100%) 74.9(100%)

42.4(44.9) 34.3(45.8)

7.6(8.1) 5.2(6.9)

44.4(47.0) 35.4(47.3)

注)1975年雨期のラグナ州における調査で耕地 2ha以上の大農家4戸,2ba未

満の小農家 3戸の平均｡

出所)Hayamieial.[1978a:table4;1978b･table3,4]より作成.
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蓑2 農作業別の労働投入と雇用労働依存度

1966 1970 1974 1979 1982

耕地面積

単位収量

耕 起

田 植 え

管 理

収 穫

監 視

2.3ha 2.5ha

44.6カバン 62.5カバン

14.8/6.1% 11.3/14.6%
22.5/77.1 23.9/71.7

5.0/6.3 12.0/14.0

17.7/87.4 20.4/76.8

2.5ha 2.2ha 1.9ha

47.8カバン 90.6カバン 100.2カバン

9.7/38.0% 8.2/34.0% 9.2/48.1%

28.8/73.9 30.5/64.2 24.9/82.5

16.4/38.4 10.8/25.4 7.2/44.2

36.0/89.4 28.3/89.5 31.1/86.1

6.0 8.3

合 計 160.0/56.2 67.5/53.8 90.9/67.5 77.8/63.3 80.7/64.0

労働費用 15.4% 15.8% 21.0% 22.4% 20.2%

荏)IRRI,中部ルソン環状調査で1966年から1982年まで継続調査されている農家26戸の平均につ

いて,耕地面礁 (ha),単位収量 (カバン),各農作業別の延べ労働時間 (人目/ha),労働費

用 (収量に対する雇用労働費用の比率)を示す｡

出所)IRRI,CentralLuzonLoopSuyvey1966,

は ,ラグナ州における95戸か らなる農村を,

経営地 2- クタール以上の大農家 とそれ未満

の小農家 ,さらに経営地をほ とんど保有 しな

い農業労働者世帯 とに三分 して標本調査を行

な っている｡ それを 自己経営地に対す る労働

投入源泉の観点か ら整理すれば,表 1の よう

に大農家,小農家の雇用労働依存度はおのお

の51.4-58.6,47.0-47.3パーセ ン トとなって

お り,農作業別では ともに収穫での依存度が

最 も高い｡そ して,経営規模が大 きいほ ど雇

用労働依存度が高いが,それは経営地の格差

に比 して小 さい｡ さらに注 目すべ きことは,

農家が 自己経営地に雇用労働を投入す る一方

で ,自家労働を他人の保有す る農地に投入 し

てい る こ とで あ る｡ 総労働 日数の うち大農

家 ,小農家はそれぞれ32.4,16.8パーセン ト

を雇用労働 として非経営地に投入 している｡1)

これには田植え,収穫において農家の世帯主

もしくは家族員に よる交換労働 と作業後に現

金あるいは現物で支払いを受ける雇用労働が

含まれている｡ そ こで,雇用労働についてみ

1)HayamieLal.[1978a:table3]には,農家
が村内で農業労働者として雇用された労働日数

が記載されている｡

1970,1974,1979,1982より作成｡

ると,農家は需要者であると同時に供給者で

もあ り,相互に雇用 しているのであって,こ

のように農家が雇用 しあ う形態を相互雇用 と

名づけることがで きよう｡2)

さらに,IRRI(ⅠnternationalRiceRe-

search lnstitute;国際稲作研究所) の中部

ル ソ ン環状調査 (Central Lu2:On Loop

Survey)は, 1966-82年の間に 5回行われて

いるが ,その全てに含まれている小作農家,

自作農家は,中部ル ソンと南部 タガログに合

計26戸である｡ そ こか ら農家の労働投入のデ

ータを時系列的に整理す ると,表 2が得 られ

る｡ すなわち,農家の雇用労働依存度は田植

え,収穫で高 く,平均64.2-89.5パーセン ト,

全農作業でも53.8-67.5パーセ ン トとなって

いる｡

高橋 [1965:50-54]は, ブラカソ (Bula-

can) 州 の 1村落 の に お い て, カビシ リア

(kabisilia)と呼ばれ る親方に率い られた労働

者集団が 2組形成 され ,それが田植えを請け

2) 農家の雇用労働は,農家と農業労働者世帯が供

給しているが,本稿では,農家の相互雇用に関

してのみ分析を進め,農業労働者世帯について

は別の機会に譲る｡
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表 3 小作農家の費用構成割合と農業所得

構 成 項 目 労働日数
(入日/ha)

雇用労働
依存度(%)

賃 金 率
(ペソ/人口)

労働費用 ;

耕起 ･整地

田 植 え

除 草

施肥 ･農薬

畔 の 補 修

収 穫

そ の 他

小作料 ;

資本費用 ;

経常費用 ;

小作取分 ;

相互雇用の収入

小作農家の所得

5

1

1

8

9

4

0

0

1

■ヽ

)

2

7

4

3

1

1

3

3

5

7

4

9

1

5

9

3

2

7

4

9

0

6

9

5

1

2

8

12.1

8.0

8.0

9.I

9.I

10.3-16.2

1

9

-L'

LLJ

6

2

L
3

0

9

0

ヽ
-･-

ノ

7

4

0

3

6

9

1

8

2

0

8

8

2

1

4

4

荏)1977年乾期のラグナ州の農家53戸の平均｡ただし,非農業活動による

所得は控除してある｡また,田植えには苗代準備を含む｡
相互雇用の収入は農家の農業賃金所得から推計｡

費用構成割合は籾収量に対する比率｡
出所)菊池 [1979;第 4,18,24表]

負 うことを指摘 している｡ この労働者集団は

農家 と非農家の家族員が中心 となった3-10人

の労働者集団で,3週間ほど田植えを請け負

うか ら,雇用労働を供給 しているといえる｡3)

そ して,このような労働者集団は,他にも近

隣2-6キロメー トルの村三つに 1-3組あ

って,主に各村内の田植えを請け負 うが ,他

の村へ も出かけて田植えに従事す るとい う｡

また,収穫において も,やは り10人ほどの労

働者集団教組が従事 す るが ,そ の成員は農

家,非農家の世帯主を含む成年男子が主体で

ある｡そ して,労働-の支払い形態は,田植え

では現金に よる請負制 ,収穫では収穫面積や

収穫量の 6分の 1を基準 とした現物の刈分制

となっている｡ つま り,農家の相互雇用は,

3) 農家が親方を訪ねて日時を指定して作業を依頼

すると,親方は日時を調整し適当な人数を揃え
て出かけるという｡また,親方自身が作業に従

事すれば,労働者としての支払いも受ける [高
橋 1965:56-57]｡
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の小鼻家の欄より作成｡

労働交換 とは異な り,雇用労働 として支払い

を伴 っていることに特徴があるといえる｡

2.農家所得

ラグナ州において,菊池 [1979]は,定額

小作農家42戸を中心 とす る農家53戸を調査 し

たが ,そこか ら小作取分は ,総収量の40.3パ

ーセン トと推計で きる(表 3参照)｡そ して ,

農家が他の農家に雇用 されて ,総収量 の8･6

パーセン トに当たる収入を得ているか ら,こ

れが相互雇用に よる収入 とみなせる｡4) した

が って,米作関連に限った所得は小作取分 と

相互雇用の収入の和で,総収量の48.9パーセ

ン トと推計で きる｡ この所得水準は ,籾に換

4)1977年乾期作では,概1カバン当た り48ペソ,
単位収量は88.5カバンとされるから,4,248ペ

ソに相当する｡ そして,雨期作の単位収量は
57.7カバン,農家の年間収穫面債は2.8- クタ

ールであるから,年間総収量は9,824ペソと,

農家の農業賃金所得848ペソは,その8.6%と推

計できる [菊池 1979:91]｡
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算 して100.1カバ ン(cavan- 1カバ ンは44キ

ログラム)である｡ しか し,1980年農業セン

サスに よれ ば, フィリピン全体 の単位収量

は,この事例の6割の43.0カバ ン,収穫面積

は 3-クタ-ルほどであるから,平均的な小

作農家の農業所得を総収量の5割とすれば,

年64.5カバ ンと推定できる｡

ここで,健康的な生活に必要とされる栄養

価 (1人 l日当た り2000カロリー)は,年間

で籾6･91カバ ンに相当す る｡5)そこで,5人家

族の平均的農家の場合,平均的小作農家の農

業所得では,この栄養価を満た した後,エン

ゲル係数が54パ-セントに達 してしま う｡ 他

方, 自作農家 の場合,小作農家 と経営 地面

積,耕作方法に大差が なけれ ば定額小作料

(地価を基準に法定小作料が決まっているが

総収量に換算 して20パ-セントに相当)の分

だけ小作農家 よりも所得が高 くなるが,依然

としてエンゲル係数は45パーセントにな り,

やは り十分な水準とはいえない｡ しかも,以

上は平均的な単位収量に基づ く農業所得であ

って,収量が変動するような状況では,より

所得水準が低下する危険がある｡

3.収量変動

マクロ的な公式統計からも収量変動の様子

は窺えるのであるが,6)同 じことが 筆者の中

部ルソンの個別農家に対する聞取 り調査でも

確認されてい る｡ 表 4ほ1976-86年の期間中

でどの程度の収量変動が あったかを IRRI

の中部ルソン環状調査の対象でかつ表 2に含

まれる農家22戸を訪問して調査 したものであ

5) 長谷山 [1979:28-31]より粗 1グラム当たり,

2.4カロリーとして算出｡
6) 作物家畜統計を使って, 1948-59年のフィリピ

ン全国,地方 (Region),州別に単位収量の分
散を計測すると,標本数が多くなるこの順に大
きな値となっていく｡また,収蔭面積と単位収
量の相関を調べても,正の時,負の時が半々

で, 1農地当たりの収量は,激しく変動してい
ることが窺える｡詳しくほ,鳥飼 [1986]を参
照｡

る｡7) これらの農家は図 1の よ うに 中部ルソ

ンを中心に分布 し,高収量品種を採用 してい

る｡ しか し,農家 1戸当た りの籾収量の最小

値は,最大値の9.4-76.9パーセン ト, 平均

41.3パーセン トと半分にも達 していない.ま

た,単位収量の年度格差も大きく,最小値は

最大値の9.4-69.2パーセント,平均42.8パー

セントでやは り大きく減少 している｡

さらに,同 じ年でも豊作,不作は農家によ

って異なる｡ つま り,同 じ天候でも農地のお

かれた条件- 例えば,用水を得る難易差,

病虫害の被害の程度,耕作時期,稲の品種な

ど- が異な り,ある農地は洪水に,別の農

地は干ばつにあいやすいとい うように,農家

1戸当た りの収量は,同じ年であっても農地

ごとに自然状態から異なった影響を受ける｡

収量の変動が全ての農家で一様とは限らない

のである｡ すなわち,総収量が最大値,最小

値を示 した時は,おのおの農家ごとの豊作,

不作の時期となるが,それが農家ごとに異な

っている｡

表 4をみれば,全体としては1983,1986年

が豊作の年で,1977,1978,1980年は不作の

年 で あ る｡ しか し,個々の農家の収量が最

大,最小となった年は,図 1のように分布す

る農家についても全体の豊作,不作の年に一

致 していない場合が少な くない｡例えば,農

家番号119と239,205と216は豊作と不作が逆

転 してお り,収量変動の相関が負の場合であ

る｡ 特に,後者 2農家は同 じ州にあって相関

が負になっているのである｡ したがって,農

家 1戸当た りの収量は年によって大きな格差

があるのみならず,その変動の相関は完全で

はな く,負の場合もあ る こ とが 明らかにな

る｡

ところで,このような収量変動の要因には,

7) 調査は,1986年9月に IRRIのアシスタント

1名と1966-82年の 5回の中部ルソン環状調査
に継続して含まれている農家26戸のうち22戸に

聞取りを行なった結果である｡
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表 4 収 量 変 動

荏)農家番号は IRRIの CentralLuzonLoopSurveyに対応した州別の調査農家をさしている｡

100番台 ;Bulacan州

200番台 ;NuevaEcija州

300番台 ;Pangasinan州

番号下の略号は農家の土地保有状態を指す｡

ST;ShareTenant,分益小作農

LH;LeaseHolder,定額小作農

CLT;CertificateofLandTransferHolder,土地証券保有者 (将来の自作農)

00;OwenedOperator,自作農

1976-86年における雨期の総収量の最大値,最小値およびその時の耕地面積を示す｡

概の総収量と単位収量の単位はカノミン (1カバン-44kg)｡単位収量とは耕地面積 1-クタール当た

りの概収量で,総収量が最大値,最小値を示した年度について計算した｡

相互雇用率とは雇用労働に占める農家労働の比率｡

出所)1987年 9月の筆者の聞取 り調査による｡

所与 ともいえる 自然状態が まず第一にあげ ら

れ る｡ とい うのは収量 の減少の原因 として ,

台風に よる洪水 (8例),病害 (6例),干ば

つ (5例)をあげ る農家がほ とん どとな って

い るか らであ る｡ また ,実際に49戸の農家か

らな る-農村において ,収量 の横断的な分布

を 明 らかに した梅原 [1980:第 9表,57-58]

に よれ ば ,作付面積 l- クタール当た りの収

量は,100カバ ン以上 の農家が 16.3パ ーセ ソ
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ト,60-100カバ ン未満が 38.8パ ーセ ン ト,

30-60カバ ン未満が 34.7パ -セ ン ト,30カバ

ン未満が10.2パ ーセ ン トとな ってお り,範囲

は 102カバ ンに達 してい る｡ そ して ,不作 と

な った農家 の原田 と しては ,病虫害 ,洪水 ,

台風に よる 自然災害が指摘 されてい る｡

さらに ,菊池 [1978:第 8表 ;1979:第 5

表] も年 々ない し農家間の単位収量 の差異が

大 きい ことを確認 し,高橋 [1965:52]は ,
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図 1 中部ルソン環状調査における農家の分布

荏)市町村名の下の番号は,1966-82年間の5回の中部ルソン環状調査に全て含まれる農家22戸
の農家番号｡いずれも太線で示された国道沿いにある｡

出所)KikuchigJdJ･[1979:fig.1]および表4

55カバ ンあった収量が翌年には鼠のために4

カバ ンに激減 した例をあげ,単位収量が年に

よって 20-50カバ ン変動す ることは珍 しくな

いとい う｡そ して,-- ト･ウィク-ム[Herdt

andWickham 1978:22-23]は,フィリピ

ンの非潅瀧田における収量が潜在的な収量 よ

より作成｡

り75パーセントも低 くなる要田を分析 して次

のように結論 している｡この収量格差の うち,

23パーセントは水利管理の欠如,19パ ーセン

トは 日照量などの季節的要田,19パーセント

は天候 と病虫害の複合要因,17パーセン トが

肥料等の生産要素,22パーセン トが技術その
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他で説明できるとい う｡ つま り,収量格差の

少な くとも38パーセン トが 自然状態によって

説明できるのである｡

つま り,自然状態は農地の収量に異なった

影響を与え,農家ごとの横断的な収量格差を

もたらす｡ しか し,このことは逆に広域にあ

る農地の収量を平均す ると,当該年でも不作

と豊作が相殺され,収量変動は農家 1戸につ

いてよりも平準化されることを意味する｡換

言すれば,標本農家数を増加するほど,その

平均収量の分散は小さくなる傾向にあ り,大

数の法則があてはまるといえる｡

Ⅱ 展 望

フィリピンの米作農家が農作業の多 くを雇

用労働に依存 し,その少なからぬ部分が相互

雇用によっていることが明らかになったが,

この点について,従来大別して二つの説明が

行われてきた｡それは,農家の個別経営の範

囲で理解を試みる立場 と地主 ･小作関係をふ

まえて,農村のコミュニティの共同利益を最

大化する観点か ら説明されるべ きであるとす

る立場である｡

以下では,特にフィリピン米作農家の相互

雇用について,個別経営,コミュニティの二

つの観点から,具体的にどのように説明され

ているかを順に展望 し,そこでの問題点を指

摘 してみよう｡

1.農家の自家労働不足- 個別経営

オッペ ンフェル ド他 [Oppenfeld etal.

1957:60-61]は,農家の雇用労働依存が 田

植え,収穫 とい う農繁期にみ られ る こ とか

ら, この時に労働需要が ピークをむかえ,農

家の自家労働のみでは農作業を完了できない

と考えている｡ したがって,一時的な農家の

自家労働不足を補充す るために,雇用労働が

投入されるとい うのである｡ このように,農

3鴨

家を雇用労働の需要者としての側面のみに注

目し,その個別経営における自家労働の不足

に雇用労働依存の理由を求める立場にあるも

の として,隅谷 [1962:59], ジョンソン他

Uohnsonelal.1968],パーカー ･コル ドバ

[BarkerandCordova 1978],グリフィン

[Griffin 1974],プライス ･パーカー[Price

andBarker 1978]などがあげられる｡

た しかに,田植え,収穫は他の農作業に比

較 し,高い労働集約度が求 め られ る｡加え

て,田植えは天水田では雨期 とともに一斉に

開始 したいであろ うし,潅瀧田でも流水調節

から短期間に終了することが望まれる｡さら

に,収穫は成熟時期に集中し,刈取 りの後に

粗を雨にさらした り,害虫,鼠などの被害に

あわずに脱穀をす ませ る必要 が あ る｡ つま

り,作業の集中と迅速性が求 め られ る田植

え,収穫においてほ,農家の自家労働が不足

することが十分に予想できるのである｡8)

しか し,このような個別経営の範囲に説明

を限定 した議論は,農家が非農家 (農業労働

者世帯)を雇用する場合や労働交換について

は成立す る可能性があるが,相互雇用につい

ては問題が残る｡9)なぜならば,相互雇用は農

家の世帯主,家族員が労働供給をするのであ

るから,農家全体として自家労働を上回る労

働投入はできないからである｡つま り,相互

雇用によっては,農家の投入する平均的労働

が自家労働を上回ることは不可能で,農家全

体に自家労働が不足 していても,それを補充

す ることは同一作業が時間的にずれていない

限 りできないのである｡ そこで,農家全体 と

8) 前述したように,通水時期,籾の成熟時期など
の関係で,農作業がまだできない農家,あるい
は終了してしまった農家の自家労働を雇用する
ことによって,一時的な労働投入量の増加が可
能である｡ しかし,労働交換ではなく,雇用労
働に依存していることは後述する相互雇用の利
益からでないと説明が困難である｡

9) 鳥飼 [1986]ほ,小作権の不安定に着目して,
農家が農業労働者世帯を雇用することを説明し
ている｡
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しての自家労働不足を補充するためには,農

家以外か らの労働供給に頼らなければならな

い｡ さらに,この説は,フィリピンにおいて

は 日本のユイのような交換労働ではな く,支

払いを伴 った雇用労働に依存 していることを

積極的に説明するものではない｡

もっとも,田植え,収穫 とい う農作業を農

家の自家労働で賄えないとする主張 自体にも

疑問がないわけではない｡ とい うのは,前述

したように,大農家のみならず,経営地 1-

クタール以下の零細農家でさえも自己経営地

に雇用労働を投入しているからである｡ 零細

農家 の 自家労働 が不足す る ケースは稀であ

り,個別行動の観点か らの理解にはこの点に

も問題が残ると思われる｡

逆に,平均的農家についても田植え,収穫

の時期に自家労働を最大限に投入 していない

ことを示唆す る調査報告 も少な くない｡高橋

[1965:95]は労働者集団に よって 田植えが

行われている一方で,農村内には遊休状態に

おかれた者があるとい う｡ そ して,労働者集

団も23日間の田植えの期間中,半 日ほどしか

働かなかった 日数が10日間と,労働 日数の4

割以上もあることから,農繁期といっても労

働集約度はそれほど高 くないと考えられる｡

また,自己経営地に対する自家労働投入は,

ほとんどが世帯主に よって行われているが,

そこで の田植え,収穫 に世帯主は従事 しな

い｡その一方で,世帯主は他の農家の経営地

へは家族員とともに出かけ,田植えや収穫に

従事するのである｡ つま り,農作業の種類や

自己経営地か否かによって,自家労働 と雇用

労働を区別 して投入 している｡ したがって,

零細農家 とい え ど も雇用労働に依存 する反

面,自己経営地では自家労働の投入を抑制 し

ているのである｡10)

10) ｢季節的には遇小農においても雇用労働力に依
存する反面,家族労働力をも経営内で不完全に

しか燃焼することができない｣[高橋1965:93]｡
他に高橋 [1973:31]参照｡

そして,梅原 [1967:186-187]もラグナ

州の調査で,世帯主は自己経営地での田植え

には当該農家の世帯主は参加せずに田植えを

見守る程度であるとしている｡ ここでも農家

は自己経営地-の自家労働の投入を抑制 し,

遊休状態においた うえで,相互雇用を行なっ

ていることが窺えるのである｡ したがって,

農家の相互雇用は,自己経営地における就業

時間を抑制 して,雇用機会を他の農家に分与

するとい う意味で,農家間の ワーク･シェア

リングとみ.なす ことができよう｡

ところで, プ ライ ス ･パ ー カー [1978:

fig.6]によれば,農家の自己経営地- の 自

家労働投入は 1週間当た りの延べ労働時間で

はかって, 1,200時間以上,最高 1,400時間

を 7週間連続で除草時に投入 している｡ しか

し,収穫時では自家労働は 1,000-1,200時間

の週が 4週間,残 りの3週間は 650-950時間

にす ぎない｡こつま り,収穫時の 1週間当た り

の自家労働投入は除草時の46.4-87.5パーセ

ン トにとどまっていることが明らかになる｡

したがって,この事例では雇用労働依存度が

55パーセン トの収穫 に おけ る 自家労働投入

は,依存度が 5パ-セン トの除草時よりも低

く抑制 されているのである｡

以上から,次の4点が明らかになる｡ 第 1

に,農家の相互雇用によっても作業の時間的

なずれがない限 り農家の自家労働を上回る労

働投入は不可能なこと｡ 第 2に,労働交換で

はな く,支払いを伴 った雇用労働が主として

ワーク･シェア リングとして投入されている

こと｡ 第 3に,農繁期に農家の自家労働が不

足す るとしても,それは自己経営地の大きい

農家に限られるが,零細農家でも田植えや収

穫を雇用労働に依存 していること｡ 第4に,

田植え,収穫 といった農繁期でさえも農家の

自家労働の自己経営地-の投入は抑制され,

ワーク･シェア リングとなっていること｡ つ

ま り,農家の自家労働不足に雇用労働依存の
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理由を求める立場では,上記の4点を説明で

きないとい う問題が残るのである｡ したが っ

て,農家の個別経営の内部に視野を限るだけ

でな く,他の村民との共同行動にも分析範囲

を広げ,農家にとって新たなる利益を見つけ

る必要があろ う｡

2.地主 ･小作関係- コミュニテ ィ

高橋 [1965:96-124]によれば,地主に負

債を負っている小作農家にとっては,小作取

分を増加することが,必ず しも所得の向上に

つながらない｡ とい うのは,小作農家が,自

己経営地での収量を高めて小作取分を増加さ

せたとしても,地主-の負債返済分 として,

その多 くが持ち去られて しまうからである｡

しか し,地主は所有地以外からの小作農家の

所得には手をつけないか ら,小作農家は 自己

経営地-の自家労働投入を抑え,それを他の

農家に雇用労働 として供給 して収入を得る｡

つま り,農家の負債返済は,小作取分からに

限定 されているとして,農家は自家労働の自

己経営地-の投入を抑え,雇用収入に頼って

いると考えるのである｡そ して,農家の雇用

労働依存は,他の農家や農業労働者世帯に雇

用機会を与えることであって,雇用機会が乏

しく,地主-の負債返済に苦 しむ村民の生存

保障の機構 となっていると述べて い る｡11)し

たがって,農家の雇用労働依存を ワーク･シ

ェア リングと解釈 している点では本稿 と同 じ

立場にある｡

しか し,このように農家が雇用労働に依存

す るのは,｢村落社会からの規制｣が働きか

けているためであって,個 々の農家が主体的

に選択 した結果ではないと考えている｡12) っ

ll)このような生存保障の機構は,高橋 [1977:
17]では ｢かげの循環｣と名づけられている｡

12)高橋 [1973:32]は,｢村落社会の規制力のも
とで,雇用労働力-の依存に例外がないという

ことは,自分の家族のための雇用機会が保障さ
れていることなのだから,村内の請負組-の賃
金支払いは,じつは,経営地では実現されない
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ま り,農家の相互雇用は,道徳的規範とみな

されてお り,コミュニティの共同利益の最大

化が行われていることを前提 としているので

ある｡

同様 に,梅原 [1966:235-236]も,農家

は自己経営地への自家労働投入を節約 して,

雇用労働 として他の農家に供給す ることが所

得の向上に役立つことを指摘 している｡なぜ

ならば,雇用労働依存 といっても,農家相互

が雇用 しあ うことで,労働費用は結局労賃と

して還流するからで あ る とい う｡ したがっ

て,農家の雇用労働依存は,一つには費用の

一部を労賃として先取 りすること,二つには

負債返済に充当しな くてすむ労賃 (他人の農

業経営地からの労働所得)に転換す ることを

意味すると考えている｡

ところで,これ らの議論は,主に小作農家

を中心 とす る農村調査をもとに展開されてい

たが,自作農家についても負債返済の限定性

から雇用労働依存を説明しうる｡ 自作農家 も

負債を負ってお り,それを自己経営地の収量

から返済す るだけでよいとするならば,相互

雇用の収入を多 くす ることで負債返済の負担

は軽 くなるからである｡ つま り,地主 ･小作

関係,債権 ･債務関係の下で,農家の負債返

済の限定性が生まれ,農家と農業労働者世帯

および地主との間で,生存保障のためのコ ミ

ュニティが成立 していると考えている｡ そ し

て,コミュニティの所得最大化行動を仮定 し

ているがごとくである｡

しか し,たとえ負債返済の限定性が,地主

の社会的な威信や保身などに求められるとし

ても,相互雇用の説明自体に疑問がないわけ

ではない｡なぜならば,負債返済を雇用労働

自己の労賃部分を先取りしているのだとみるこ
とができる｣と述べている｡また, フィリピ
ンの道徳的規範については,玉置[1982]参照｡
ただし,農家負債を根拠とした農家の雇用労働
依存が地主 ･小作関係に基づくのか,それとも
債権者 ･債務者関係に基づ くのかは明確でな
い｡
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依存によって遅滞させている農家が新たに借

入れを必要 とす る時,地主 (債権者)が どの

ような対応を とるかが十分に考慮されていな

いからである｡

もしも,負債返済を遅滞 している農家の借

入れ要求が地主に簡単に受け入れられるなら

ば,農家は雇用労働に依存 してまで負債返済

を遅滞させな くとも,必要な時に地主か ら借

入れをすればよい｡他方,負債返済が遅滞 し

ている農家の借入れ要求に地主が応 じないの

であれば,農家にとって負債を滞納す ること

は有利でな く,雇用労働に依存 して返済を減

少させることは避けられ よう｡つま り,いず

れにしても,農家の負債に注 目した相互雇用

の説明には,負債返済 と借入れ可能性の間の

トレ- ド･オフから矛盾が生 じるのである｡

したがって,地主 ･小作関係に注 目した立場

でも農家の相互雇用を解明することに完全に

成功 しているわけではない｡

Ⅲ 相互雇用の理論

1.相互雇用の利益

農家が大数の法則が当てはまるような収量

変動の下で,低い期待所得の水準にあること

を Ⅰで明らかに したが,これは不作の時,農

家が著しく低い収量 しか得られないことを意

味する｡ したがって,農家は安全第-の危険

回避的な行動をとると考えられる｡そこで,

各農家が同質的であって,経営地からの収量

の間に全 く相関がないとの簡単化の仮定のも

とで,農家間の相互雇用に基づ く所得(収量)

再分配に注 目し,ワーク･シェア 1)ングとし

ての利益を示 してみよう｡13)

農家 n戸が 自己経営地-の自家労働投入を

13)収量変動という不確実性と地主による小作農の
労働集約度の監視が不可能であるという情報の
不完全性の二つの前提の下で,小作契約形態,
労働集約度を論じることは,別の機会に譲り,

ここでは所与の労働集約度の下での農家間の労
働投入と所得分配の問題に焦点を絞る｡

必要量のn分の 1に抑制 した うえで ,雇用

労働に依存 して農作業を行い,そのかわ りに

残 りの (n-1)戸の農家から同様に雇用さ

れて刈分制の下で収入を得る相互雇用を考え

てみ よう｡ ここで,刈分制とは予め決められ

た一定比率で,現実の収量を刈 り取 り,自己

の取分 とするフィリピン米作において一般的

な収穫制度である｡

このように相互雇用を自己経営地での就業

機会を抑制 し,それを他の農家に分与すると

い うワーク･シェア リングとして行なった場

令,多 くを他の農家-の支払いに回して しま

うために, 自己経営地から自分の取分となる

収量は元のn分の 1で,その分散は 自己経営

地の収量の分散に比べて n2分の 1となる｡

しか し,農家は自己経営地からの収量以外に

も,相互雇用によって他の農家 (∩-1)戸

から収入を得ている｡ そこで,農家 1戸当た

りの収量(所得)は自己経営地からの自己取分

のn倍で,収量の相関がないために分散もそ

のn倍,すなわち自己経営地か らの総収量の

分散の n分の 1となる｡ したがって,相互雇

用に よっても所得の期待値は同 じであるが,

収量変動の危険が プール,平準化されるため

に分散は小さくなることが明らかである｡

もちろん,単位収量の格差から各農家ごと

の収入(賃金率)にも格差が生 じるが,全農家

に雇用されて得た収量を合計すれば,収入の

格差は大数の法則によって平準化される｡ つ

ま り,自作農家,小作農家にかかわ らず,棉

互雇用とい うワ-ク･シェア リングには農家

1戸当た りの収量(所得)の分散を小 さくし,

所得を安定化する利益をもたらすのである｡

ここで注 目すべ きことは,相互雇用に参加

する農家 (n)が増加するほど,所得の分散

が小さくなることである｡ つま り,相互雇用

をす るにあたってほ,自作農家,小作農家を

区別せず,できるだけ多数の,広域の農家が

参加す ることが望まれる｡ そ して,そのため
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には,農家は小作料控除以前の総収量につい

て,おのおのの期待所得に応 じた再分配をす

ればよい｡これは自己経営地面積が異なった

農家の相互雇用の場合も同様で,期待所得に

応 じた再分配によって収量変動の危険を分散

し,所得の安定化を図ることができる｡ した

がって,経営規模や土地保有状態にかかわら

ず,農家の相互雇用が行われる理由は,収量

変動の危険をプール,分散 して所得を安定化

する保険機能にあると考えられる｡

2.取引費用

しかし,実際には,収量変動の大数の法則

が十分に援用できるほど土地ごとの収量の相

関が小さくなるには,広域の農家の相互雇用

が必要 で,そのための取引費用 (transaction

cost)が問題となる｡ つま り,所得を安定化

しようとするほど,相互雇用の契約を多数合

意せねはならず,取引費用が増加する傾向が

ある｡特に,遠隔地の農家が相互雇用するに

は,相手方の期待所得を把握することが必要

である｡ しか し,そのためには,経営地面積

の他に労働投入,自然状態の影響を遠方まで

出かけて確認 しなければならず,さらに毎年

継続的にこれを繰 り返さな くてはならない｡

つま り,相互雇用の契約の交渉,合意に要す

る取引費用は所得安定化の利益を相殺 してし

ま うで あろ う｡ したがって,相互雇用は戸

数,地域も限られた農家で行わざるをえない｡

しか し,限られた地域での土地の収量であ

っても完全に相関しているわけではない｡ I

-3で指摘したように,数キロメー トル離れ

た農家でも収量の相関は負 とな る場合 もあ

り,不完全な相関が一般的である｡ とい うの

は,近隣の農家でも土地の高低,籾の成熟時

期 ･品種などの違いから,台風による洪水や

強風,干ばつなどの影響が等 しく現れないか

らである｡ つま り,交渉,合意に要する取引

費用が十分低い限られた地域でも,相互雇用
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による所得安定化の利益は確保できると考え

られる｡

ところで,Ⅲ- 1から農地ごとの収量の相

関が完全でない限 り,相互雇用によって農家

1戸当た りの収量 (所得)の分散は,自己経

営地からの収量の分散よりも小さくなること

は明らかである｡ つま り,交渉,合意に要す

る取引費用が小さい限られた地域での相互雇

用であっても,収量の相関が完全でない限 り

所得の安定化がもたらされる｡ そ して,収量

の相関が小さいほどこの利益は大きくなる｡

したがって,農家の相互雇用には,収量変動

の危険をプ-ル,分散 して所得を安定化する

保険機能があ り,そのために農村に コミュニ

ティが成立 しているとい うことができる｡

3.ただ乗 りの問題

相互雇用は,収量変動の危険を分散 し,大

数の法則を援用する点で農家の所得を安定化

する保険の役割を果たしている｡ しか し,所

得の安定化のためには資源(労働)を移動 しな

くとも収量の再分配のみを合意すればよく,

自家労働を雇用 しあうことは必要ないといえ

るであろ うか｡ とい うのは,大半の保険契約

がそ うであるように,相互雇用をせずに保険

料を拠出するだけでも所得再分配が可能であ

り,わざわざ労働を移動するとい う取引費用

をかける必要はないとも考えられるからであ

る｡

しか し,所得再分配 には ただ乗 り (free

rider)の問題が伴 うことを予想しなけれ ば

ならない｡例えば,農家が収量再分配の契約

にのみ合意 して,自家労働は自己経営地のみ

に投入されているとしよう｡ すると,他の事

情にして等 しければ,農家は自家労働を合意

された水準よりも過少に しか投入 しないこと

によって,労せず して再分配された収量を獲

得できるから,労働誘因は大幅に低下する｡

また,収量を再分配するに際しても自己経営
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地の収量を過少に申告 し,供出する量を減 ら

すことによって,実際の収量にかかわらず常

に過大な所得を受け取ることができる｡そし

て,このことが全ての農家に既知であれば,

農家のただ乗 りが頻発 し,当初考えていた利

益は達成できない｡ したがって,収量再分配

を履行するためには,労働の過少投入,収量

の過少申告 とい うただ乗 りを抑制 しな くてほ

ならないのである｡

これは,たとえ前もって期待収量に応 じた

保険料もしくは前年度の収量を拠出していた

としても同様である｡ とい うのは,積立金

(保険金)の分配によって所得が保証される

のであれば,低収量とい う事態を農家自らが

発生させた り,収量を偽 った りするただ乗 り

がおこる危険がある｡ これは保険において,

道徳的危険 (moralhazard) として知られ

ていることで,被保険者の行動が危険やそれ

による損害の可能性を高めるような状況と定

義される [星野 1985:150]｡換言すれば,

所得再分配が保険としての性格をもつ以上は

道徳的危険の問題を避けて通ることはできな

いのである｡

以上のように,所得再分配には,道徳的危

険とい う保険契約上の問題が生 じるが,この

原因は,農家がお互いに相手方の労働投入,

収量,自然状態の影響といった情報をもって

いないところにある｡ したがって,それらの

情報を得て,ただ乗 りを抑制できるのであれ

ば,所得再分配も所得の安定化とい う保険の

故能を活かす ことができるが,それには取引

費用がかかる｡ そこで,所得安定化 とい う同

じ機能をもちうる収量再分配のみの契約と相

互雇用の契約を取引費用の観点から比較 して

みよう｡

まず,収量再分配のみの契約では,生産の

ための資源(労働)の移動はないが,他の農家

の情報を確保するために取引費用がかかる｡

これは限られた地域にあってほ契約の履行に

要する取引費用の問題となる｡ すなわち,契

約通 りの労働投入が行われてい るか ど うか

を,契約に合意 している全ての農家について

監視 しな くてはならない｡この場合,わざわ

ざ他の農家の保有地全てに出かけ,そこでの

当該農家の労働投入が完了するまでその監視

にのみ時間を費やす ことにな り,自己経営地

-の労働投入は不可能である｡ つま り,情報

を得るために,労働とい う資源を移動させな

ければならないが,ここでは監視のためだけ

に労働が投入され,生産には全 く貢献してい

ないのである｡

それに対 して,相互雇用は生産のための労

働の移動が必要であるが,情報の確認,労働

の監視のために独立 した労働の移動は必要な

い ｡ とい うのは,各農家の自家労働が集団的

に投入され,,同時に農地の状態を観察するこ

とによって,情報の確認,労働の監視を同時

に行 うことができるからである｡ さらに,収

穫時には労働投入がそのまま収量の分配につ

なが り,所得再分配が農作業と直結 している｡

つまり,資源配分を実施するなかに情報の

確認,労働の監視を内包すれば,これらを独

立 して行 うよりも取引費用は少なくてすむの

である｡ したがって,契約の交渉,合意に要

する取引費用は,相互雇用も収量再分配のみ

の契約も同じであるが,履行に要する取引費

用は前者の方が小さい｡農家の相互雇用は同

じ所得の安定とい う保険の機能を果たすため

に,収量再分配の契約よりも低い取引費用で

実施できるのである｡ したがって,相互雇用

の存在理由は,最小の取引費用によって道徳

的危険の問題を抑えつつ,収量変動の危険を

プール,分散 し,所得を安定化す るとい う保

険の機能に求められると考えられる｡

Ⅳ 結 論

フィリピンにおけ る米作農家 の相互雇用

313



東南アジア研究 27巻 3号

紘,収量変動の危険に対 して保険として棟能

しているのであ り,その意味で農村にはワー

ク･シェアリングが行われ,生存保障の磯横

を内包するコミュニティが成立 していると解

釈できる｡

しかし,収量変動の危険を平準化するため

にはできるだけ広い地域で,多 くの農家が相

互雇用に参加することが望まれる｡そこで,

多数の農家をこの枚樺に取 り込む際,ただ乗

りを低い取引費用で抑 え るために,資源配

分,所得分配の共同行動を一定の簡便な方法

で実施しつつ,ただ乗 りに対しては罰則を適

用する｡つまり,ひとたびコミュニティが形

成されると,それがあたかも人格を持ち,そ

のメンバーに対して慣習,規制と呼ばれるも

のによって働きかけているようにみえる｡ こ

こでい うコミュニティの慣習,規制とは,棉

互雇用に参加すべきであるとい う道徳的規範

であるが,これは取引費用を考慮してもコミ

ュニティの共同利益が個別経営の利益を上回

る場合にのみ共有されるのであって,優れて

経済的な基盤をもっている｡換言すれば,コ

ミュニティの慣習,規制は外生的なものでは

なく,メンバーの主体的,合理的な選択によっ

て農村内部から生まれたものと考えられる｡

ところで,このコミュニティの成立の契機

は,収量変動とい う環境上の不確実性であっ

た｡このような状況にあって,各人が保有す

る資源を結集し,収量変動の危険をプール,

分散することによって所得は安定化される｡

しかし,資源を各自の個別的動機に委ねて所

得再分配のみに合意を しても,ただ乗 りのた

めに所得安定化は達成できないであろう｡そ

こで,ただ乗 りを抑制するために労働監視を

はじめとする情報の確認が必要になってくる

が,資源配分と情報の確認を分離することは

大きな取引費用がかか り得策ではない｡なぜ

ならは,ただ乗 りを抑制するためだけに独立

した資源配分が必要にな り,その分だけ余分
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な負担になるからである｡

他方,資源を結集した うえで,資源配分を

情報の確認と並行 して実施すれば取引費用を

節約できる｡そこではあたかも資源 ･所得が

コミュニティによって共有されているがごと

くである｡ したがって,相互雇用は,資源 ･

所得を共有するために,低い取引費用でただ

乗 りを抑えつつ,所得安定化というワーク･

シェアリングとしての利益を達成 していると

判断できる｡

もちろん,農村に生存保障の機構が存在す

ることは,従来から指摘されているが,本稿

での特徴は ｢雇用｣とい う市場を通 じた経済

関係についても,この存在を明らかにしたこ

とである｡ まず,相互雇用は,自然状態から

の影響に恵まれなかった者が恵まれた者から

所得移転を受けたのと同様のことになるが,

これは一方的な譲渡,贈与ではなく,雇用と

い う労働 ･支払いの双務契約の下で行われて

いる｡ 農村全体としては,単位収量の高い農

家と低い農家の平均が,個々の農家の所得の

基盤になる｡ しか し,自然状態が変化するか

ら,今年に不作であった者が来年には豊作に

な り,所得移転をする側になるか も しれな

い｡つまり,豊作の農家から不作の農家へと

一･万的にみえる所得移転は,コミュニティ全

体として,長期的には収量変動の大数の法則

のために相殺される｡ したがって,相互雇用

は効率的な資源配分の下でのワ-ク･シェア

リングであって,効率性と生存保障の機構は

必ず しも矛盾 しないと結論できるのである｡
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